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はじめに 

気候変動への対処を研究する未来の歴史家は、間違いなく 2010 年を 1 つの時代の終わりで

あると同時に別の時代の始まりであったとして振り返ることになるだろう。前者は、1992

年のリオデジャネイロにおける国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の誕生に始まり、2009

年 12 月のコペンハーゲン合意の交渉で終わる時代である。2010 年末のカンクン交渉まで

に、国際的交渉の焦点は、法的拘束力のある排出量上限の設定から、新たなエネルギー技

術への投資、各国間での技術移転、途上国における気候変動への対応の取り組みへの支援

という、より控えめな合意にシフトしていた。 

この方向性に向けて努力が続けられた場合、この優先課題のシフトによって国際的な気候

変動に対する協力関係が修復される可能性がある。さらに、従来の枠組みが崩壊するのに

合わせて、世界的なエネルギー、経済、環境面への取組みにおいて、アメリカが新たなリ

ーダーシップを発揮することが可能になる。この現実認識に基づいて、最近ワシントン DC

に学者およびアナリストのグループが集まり、気候変動に対する米国の新たな関与につい

て、さらには逆説的ではあるが気候科学の合意に依存せず、また温室効果ガスの野放しの

排出に伴うリスクに係るいかなる合意にも依存しない、効果的な戦略の策定の可能性に関

して議論を行った。本稿「気候プラグマティズム（Climate Pragmatism）」はその会議の結

果であり「ハートウェル・ペーパー（The Hartwell Paper）」∗ の作成に携わった複数の学

者との共同執筆によるものである。 

気候に係る従来の枠組みの失敗の原因は、はるかに遠い未来における気候面での便益（そ

の性質も、規模やタイミング、その受益者の分布も確実には分かっていない）のために、

現時点で先進国に対して気候緩和政策に関連する膨大なコストを課そうとしたことにある。

この枠組みでは、多くの新興国の経済成長を減速させるリスクがあったため、京都議定書

                                            
∗ ハートウェル・ペーパー：2009 年の（コペンハーゲン）交渉崩壊後における気候政策の新たな方向性の下では、

UNFCCC の継続的な失敗を受けて、国際的な気候政策に対するアプローチの変更が求められている。同論文で

は、「脱炭素化は、政治的に魅力があり、徹底的に実利的な気候変動以外の目標に付随する便益としてのみ、達

成することが可能である」と主張している。同論文は「人間の尊厳」を、気候政策に必要不可欠な基本原理とする

ことを主張し、この基本原則に沿って、（1）万人に対するエネルギー・アクセスの保証、（2）最終的に補助金なしで

化石燃料に対してコスト競争力を持つクリーンで規模拡大の可能なエネルギー技術の開発、（3）気候変動に対す

る対応力の整備という3つの中核的な目標を示している。また同論文は、黒色炭素やオゾンなどの CO2以外の気

候変動要因および汚染物質を削減するための、積極的な措置も求めている。アジア、欧州、北米からの14名のグ

ループによる 3 カ月にわたる集中的な作業の結果として、この論文はロンドン・スクール・オブ・エコノミクスのマッ

キンダー・プログラムおよびオックスフォード大学サイード・ビジネス・スクールの科学・革新・社会研究所（Institute 
for Science, Innovation, and Society）によって 2010 年 5 月に発表された。同論文は、次のサイトから入手可能

である。http://bit.ly/HartwellPaper 
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型の UNFCCC の枠組みを途上国にも展開しようとする努力は、予想通り行き詰まることに

なった。 

現在現れつつある新たな枠組みがどの程度成功するかは、それが気候変動要因の削減、ク

リーンで安価なエネルギー技術の開発、気候変動の影響に対する社会的な適応の改善を進

めると同時に、全世界の政治経済に対して経済、地政学、環境の各面における短期的な便

益を約束する合意にどこまで重点をおいたものになるか、にかかわっている。この新たな

アプローチは、国際交渉の継続的な行き詰まりと各国内における政策提案の失敗からは、

気候に係る何らの便益も得られないという認識に基づいている。この新たなアプローチは、

脱炭素化の加速をもたらすことができるのは、政治的に実施可能な形での行動を通じた、

推進力を生み出す持続的な努力のみである、という考えに基づいている。 

この新たな時代を主導するものがあるとすれば、それは世界的な条約ではなく、主に具体

例ということになるだろう。コペンハーゲン合意は、基本的に主要排出国における自主的

な行動のひとつである。この合意では、国際的交渉は最終的に法的拘束力のある排出削減

目標を含むという誇大妄想が存続しているが、現実には、排出目標は強制不可能であり、

したがって拘束力のある制約ではなく努力目標ということになる。この現実は 2010 年 12

月のカンクンにおける UNFCCC の交渉においてさらに明確になった。コペンハーゲン合意

の実質的な要素は、新たなエネルギー技術への投資、森林破壊の減速、災害に対する対応

力の整備に関する新たな多国間合意であり、これは強制不可能な排出削減目標やタイムテ

ーブルなどよりも、国際協力へのはるかに優れた基盤となるものである。 

新たな気候戦略は、米国で育まれた偉大な伝統であるプラグマティズム（実用主義）1 に

倣うものでなければならない。ここでは、普遍主義よりも多元主義、厳格性よりも柔軟性、

ユートピア的な理想よりも実際的な結果が評価される。UNFCCC においては、数学的厳密

さを伴うトップダウンの排出削減を各国に協調して施行させることが可能であると想定し

ていたのに対して、米国の政策立案者は、今日の世界的、社会的、生態学的システムはこ

のような方法で統制するにはあまりに乱雑かつオープンで、複雑であるということを認識

する必要がある。UNFCCC が全世界的なガバナンスの新たなシステムの創造を目指したの

に対して、プラグマティックなアプローチでは、すでに確立され成功している制度と、実

証済のアプローチが基盤となる。従来の気候政策の体制下では、極めて多様な政策を単一

の全世界的条約の下で規律付けることが試みられたが、新たな時代においては、これらの

多様な政策と施策が独立して、それぞれの論理と利点に基づいて成立、進化することが認

められなければならない。そして旧体制では、全員が同一の中核的な動機と目標を中心に
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結束することが要求されてきたが、今日の政策立案者にとっては、エネルギー革新、異常

気象への対応力、汚染物質削減を、（ひとつの）「気候政策」として中央集権的に扱うこと

を回避することで、最大の進捗が期待できるのである。 

 

エネルギー技術革新、異常気象への対応力、後悔のない汚染物質削減というそれぞれの目

標には、それを正当化する多様な根拠が存在する。 

x 今日、エネルギー技術改革は、米国の原油依存により生じている国際関係の軋轢は言

うに及ばず、高水準の（そしてなお上昇しつつある）経済コスト、貧困国におけるエ

ネルギーへのアクセス拡大の必要性、大気汚染や原油/ガスおよび石炭の採掘や廃棄物

により生じる疾病と死亡、米国が新たなエネルギー技術の生産と輸出を行って利益を

上げる可能性などに関心を有する人々から支持を得ている。これらすべての動機は米

国の強みを発揮できるものであり、それらが相まって強力な支持基盤を構築できる。 

x 気候変動との関連の有無にかかわらず、富裕国と貧困国のいずれもが広範かつ複雑な

社会技術的大災害に対して脆弱な状態にある。米国内では、ハリケーン「カトリーナ」

および最近のミシシッピー川の氾濫が、異常気象（それらが気候変動によって拡大し

ているか否かにかかわらず）への対応力の改善に対して、説得力のある根拠となって

いる。国際的には、途上国における大災害への対応力整備に対する米国の支援は、強

力かつ長年にわたるものであり、米国の海外援助は依然として世界で最高水準にある。

異常気象および災害への対応力の整備のために活用されれば、国内的および国際的な

努力のいずれも、より高い成果を期待できる。 

x また、米国は、公衆衛生の保護という明確な動機から、煙突のスクラバーの開発から、

オゾン層を破壊するフロンガス（CFC）の代替物の発明に至るまで、汚染物質防止技

術の開発と導入における世界的なリーダーになっている。こうした取り組みを一層強

化することによって、気候変動要因の削減についても、並行して進捗させることが可

能である。 

世界的に見ても、エネルギー技術革新とその導入に関する重要な行動のほぼすべてが、過

去においても、また現在も、気候変動だけではなく、これら多様な理由の 1 つないしは複

数に対処することを目的としたものであった。過去数十年においてエネルギー・セクター

の大幅な脱炭素化を達成しているのは、スウェーデンとフランスの 2 国だけであるが、両

国ともこれは環境上の懸念からではなく、オイルショックへの対応の結果であった。昨秋、
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インド政府は石炭消費にわずかな課税を行ったが、これも気候変動の軽減のためではなく、

将来のエネルギー需要に応える先進的なエネルギー開発の財源に充てることが目的である。

2011 年 10 月に日本政府は、同国に潤沢に存在するわけではない石炭、原油、天然ガスに対

する段階的な増税を開始する計画であるが、これは先進的なエネルギー技術の開発と導入

のために、2015 年までに推定で年間 30 億ドル（2400 億円）の財源を確保することを目的

としたものである。2  増税が完全に導入された時点においても、化石燃料税はガソリン 1

ガロン当たりわずか 3.6 セント（1 リットル当たり 0.76 円）にとどまる。 

 

同様に、オランダや日本、モルジブ、インドといった国々では、インフラの整備、緊急対

策、そして堤防や高層建築から農作物に至るあらゆるものの耐久設計を含む、天災に対す

る対応力強化を目的とした取り組みが行われている。一方で、干ばつなどの気候面でのス

トレスに耐性のある農作物の開発は、人為的な地球温暖化に関する個々の特定の予測とは

関係なく進められており、また各国ともコスト効率の高い公衆衛生と環境の改善に、継続

的に努めている。 

米国および他の国々がエネルギー技術革新、異常気象への対応力、汚染物質削減に効果的

に取り組むためには、政策当局は過去 20 年間続けられてきた二分論的な気候政策上の論争

から離れ、より多元的でプラグマティックなアプローチを採用しなければならない。3   国

際社会はすでに正しい方向に動きつつある。1 月中旬に国連の潘基文事務総長は、自身の取

り組みの重点を気候問題から、特に途上国におけるクリーン・エネルギーの開発と導入の

加速にシフトすると公言している。4   中国では、エネルギー供給の安全保障強化、公衆衛

生の改善、収益性の高い新たな国内製造業セクターの確立を目的とした、新たな低炭素エ

ネルギー技術の開発が推し進められている。5   また 2011 年のオバマ大統領の一般教書演

説では、気候変動ではなく、景気回復と競争力強化を視野に入れたエネルギー技術革新に

正面から焦点が当てられていた。6 
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政策の多元主義 

UNFCCC が排出削減目標とタイムテーブルを中心とした削減の枠組みと、「人為的な気候変

動」への適応という狭く絞られた控えめな適応の枠組みを決定する以前においては、地球

温暖化に対する国際社会のアプローチは、複数の政策および施策を中心として組み立てら

れていた。それらの多くは気候以外の理由によって正当化され得るものであったが、これ

は賢明なアプローチであった。 

以下に、エネルギー技術革新、異常気象への対応力、「後悔のない」汚染物質削減の各々に

重点を置いた 3 つの政策バスケットを提案する。この政策および施策に焦点を当てたアプ

ローチへの回帰においては、UNFCCC の枠組みでは最終的に克服すべき課題として扱われ

てきたオープン性、多様性、不測の事態への対応といった問題がいずれも包含されている。

UNFCCC の枠組みとは対照的に、我々はこれらの問題を利点としてとらえ、気候変動への

プラグマティックなアプローチの中核を成すものであると捉えられる。また UNFCCC のプ

ロセスにおいては、短期的な削減目標が継続的に未達となる一方で、各国に対し「意欲的」

な長期的排出削減目標を引き上げ続けるあらゆるインセンティブを課してきたが、このア

プローチでは各国の政策当局が、着実に短期的成果を積み重ねる中で、実際に影響を行使

できる政策手段に回帰することになる。 

以下で議論する政策や施策はいずれも中央集権的に追求してはならず、また読者はこれら

すべてに合意する必要もない。政策立案者は必要もなくこれらの施策を統合することを避

けるべきである。たとえそうしたとちても、これらの政策の間には明白な相乗効果が存在

する。例えば、技術革新の加速は、非化石エネルギー技術の価格を押し下げ、ひいては大

気汚染を軽減し、さらには途上国が異常気象への対応力をつけるために必要な経済発展を

牽引することになるのである。 
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エネルギー技術革新 

 

エネルギー技術革新の要請 

全世界のエネルギー使用量は 2035 年までにほぼ 50％増加すると予想されており、今世紀

中盤までには 2 倍あるいは 3 倍になるとみられている。7  京都議定書時代における政策当

局は、世界的なエネルギー需要の急増を排出削減に対する障害であると捉えていた。この

新しい時代においては、我々はこれを機会と見るべきである。つまり、これは技術革新の

引き金となり、近代的なエネルギーを使うことのできない何億人もの人々を解放し、脱炭

素化への新たな道を発見するための機会として捉えるのである。 

 

化石燃料だけで全世界の需要増加を満たすことは困難である。すでに原油生産は世界的な

需要の急増により逼迫しており、その明白な帰結として価格、市場のボラティリティとも

に上昇している。石炭は依然として石油より潤沢に存在するものの、多くの国が成長を推

進するために従来型の化石燃料輸入の持続的な増加を必要としており、世界的な需要増に

よって価格はすでに押し上げられつつある。中国とインドにおける石炭輸入は 2011 年だけ

でも 78％増加すると予想されている。これにより国際価格は過去 2 年間における最高水準

に押し上げられており、世界市場において新たなボラティリティが生じている。8   それと

同時に、石炭消費の急激な増加による公衆衛生への影響はすでに多くの国において重大な

負担となりつつあり、世界銀行と中国環境保護局では中国の大気汚染と水質汚染に伴う健

康コストは中国の GDP の 4.3％に上ると推定している。9   こうしたトレンドを受けて、

国際エネルギー機関は 2010 年に、長期的な世界的エネルギーの需給見通しは「明らかに持

続不可能」であると宣言し、クリーンかつ安価で大規模に拡大可能な新たなエネルギー技

術の開発という明確な長期的要請を提起している。10  

 

ただし一方で過去 1 年間、膨大なシェールガスの新たな発見により期待される劇的な影響

の全体像が明らかになってきている。新たな水平掘削技術と「フラクチャリング」（水圧破

砕）技術によって可能となったシェールガス生産は、2010 年においてすでに米国の天然ガ

ス生産量全体のほぼ 4 分の 1 に達しており、こうした非在来型天然ガスの生産量は 2000 年



 - 8 -  

以降で 12.5 倍に増加している。11   シェールガスの劇的な生産が最終的にどの程度に上る

かに関してはまだ不確実性が大きいが、推定値は膨大であり、しかも資源は地球全体に分

布している。32 カ国 48 カ所のシェールガス鉱脈に対する米国エネルギー省情報局の調査で

は、シェールガス層によって全世界における天然ガスの推定技術的可採埋蔵量は合計で

40％増加する可能性があると示唆されている。12  

短期あるいは中期的には、このシェールガスによって全世界のエネルギー供給に対する圧

力は低減され、電力セクターにおける脱炭素化が加速する可能性があるものの、長期的な

影響に関しては未だ不確定性が大きい。世界的に天然ガスに対する依存度が上昇するに伴

い、持続的に生産された水素あるいはバイオガスの利用に向けた長期的な移行のためのイ

ンフラ基盤が築かれる一方で、先進的な非化石エネルギー技術の積極的な開発に対するイ

ンセンティブが短期的に損なわれる懸念がある。また、シェールガスの新たな生産拠点が

次々と立ち上がる中で、北米のガス市場は幾分供給過剰となっているが、過去においては

全世界のエネルギー・システムに新たな需給の余裕が生じても、それは需要の増大により

速やかに吸収されてきたのである。さらに、個々のガス井は操業開始も早いが枯渇も早く、

合計生産量の約 25％が初年度に生産され、約 50％が最初の 4 年間で生産されている。こう

した理由から、世界のガス市場では過去に数多くのサイクルを経験しており、需給逼迫に

よってボラティリティが高く価格が急上昇する市場から、供給過剰と超安値の市場の間で、

急激かつ多くの場合においては予測不可能な形で揺れ動いている。将来がどうなるかは依

然として不確実である。 

したがって、天然ガスに対する依存度の上昇が、世界の大部分における新たな定常状態に

なる可能性が高いとしても、これらの長期的な不確実性を考慮すると、エネルギー供給の

積極的な多様化と、クリーンで安価、かつ規模拡大が可能な非化石代替エネルギーの開発

が最も賢明な行動方針となるのである。 

米国にとって、この行動方針は巨大な機会を提供してくれる。米国経済は世界の不安定な

原油市場への依存に人質に取られており、われわれの外交政策や基本的な価値が損なわれ

ている。クリーンかつ安価で潤沢なエネルギーの新たな供給源の開発は、この依存を最終

的に断ち切るための鍵となる。米国経済にとって原油の輸入は、1 日当たり 14 億ドルを上

回る負担となっており 13、短期、長期の両面において米国の繁栄に対する課題となってい

る。米国のエネルギー・システムが近代化すれば、公衆衛生への悪影響の軽減、エネルギ

ー・グリッドの安全保障強化、気候変動リスクの低減が可能となる。同時に、世界におけ

るエネルギー需要増加のほぼすべては新興国で起こっており 14、クリーンでコスト競争力
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のあるエネルギー技術の開発、製造、輸出が可能な国は、数兆ドルに上る輸出機会を生か

すことができるようになる。15   果敢な発明家と起業家の国である米国は、この世界的な

成長市場において、主要なシェアを獲得するための必要な資質を備えているのである。 

 

これらの理由や他の要因によって、エネルギー・システムの多様化、先進的な代替エネル

ギーの開発、原油および従来型化石燃料への過度の依存の低減は、米国の国家的優先課題

となってきた。米国における技術革新の歴史においては、鉄道から地方の電化、半導体や

スマートフォン、インターネットに至るまで、賢明な公的投資によって、公共の福祉を増

進する画期的な新技術の開発を効果的に促進することできることが示されている。16  こう

した力をふたたび活用することで、このエネルギー技術革新の機会を捉えることが可能で

ある。 

残念なことであるが、クリーンかつ安全で安価なエネルギー・システムに対する持続的な

進展は、現時点においては明確になってはいない。近年の代替エネルギー市場における精

力的な活動にもかかわらず、今日の低炭素エネルギー技術は依然として比較的未熟かつ高

コストであり、一部のケース、特に高い普及率で市場に導入しようとするケースにおいて

は、現代のエネルギー・システムに要求される高い信頼性と高密度への要求を満たしてい

ない。太陽光および風力エネルギーは間欠的であり、大量の土地面積を必要とするため、

多くの場合において、大規模な導入に最適な立地を利用するために極めて長距離に及ぶ送

電が必要となる。現在のバイオ燃料は同様に土地集約的であり、大量のエネルギーの投入

を必要とし、従来型のエンジンを駆動するには依然として石油燃料と混合しなければなら

ない。電気自動車は走行距離の制約が消費者の関心を損なっており、従来型の石油燃料車

両のほぼ 2 倍の初期コストに直面しており、普及には新たな充電インフラの広範にわたる

配備が必要である。低炭素技術の中では、原子力発電が唯一、安価で低炭素のベースロー

ド電力を大量に発電する能力を実証している。しかし、現行の技術を利用した新規発電所

の建設は、高い資本コストと大規模で複雑な建設プロジェクト、そして運転と廃棄物処理

に対する一般社会の懸念に直面している。この懸念は、福島原子力発電所の事故によって

高まることはほぼ間違いない。これらの要素が組み合わさって、米国における新たな原子

力発電の開発は数十年にわたって大幅に遅れており、従来型設計に基づいた原子力ルネサ

ンスは依然として妨げられている。 

代替エネルギー源の規模拡大に対する技術的障壁は別にしても、現時点における大半の低

炭素エネルギー技術は、コスト面において米国あるいは海外で化石燃料を大規模に代替す
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る能力に限界がある。風力エネルギーは現時点における再生可能エネルギーの中では最も

低コストで規模の拡大が容易な技術であるが、それでも陸上での配備では、新規の天然ガ

ス発電所による電力に比較してほぼ 50％割高であり、海上設備の場合はさらに割高となる。

17   太陽熱および太陽光の発電では、石炭またはガス火力発電所との比較で約 2～5 倍のコ

スト高になる。18  こうしたコスト面から見ても、原子力発電だけが化石燃料エネルギーの

コスト競争力に迫ることのできる低炭素技術であり、世界の多くの地域において依然とし

て最優先の低炭素技術となっている。しかし、米国での新規原子力発電所に関連する開発

および建設コストは、現時点においては投機的なものとなっている。最も新しい原子力発

電所の建設から 20 年が経過しており、したがって米国での新型発電所の一号機は高価なも

のとなる可能性が高い。さらに、トータルコストに関する不確実性が、国内原子力発電産

業の再興のために連邦政府が用意した融資保証や控えめなインセンティブの規模を、引き

続き大きく上回ることになるだろう。 

クリーンな代替エネルギーと現行の化石燃料の間の頑強なコスト格差の中で、低炭素エネ

ルギー源の大規模な配備は、それが世界のどこであっても継続的な公的補助に依存し続け

ている。しかし、たとえ富裕国であったとしても、市場への普及度が高まるにつれ、こう

した補助金は財政面、政治面で継続することが不可能になる。さらに重要なことに、今後

数十年における世界のエネルギー需要の増大は、ほぼすべてが新興国によるものであると

予想されているが、これらの国がクリーン・エネルギーの導入推進のための高水準の公的

補助や炭素価格を持続できる公算は小さい。 

したがって、低炭素技術の全選択肢にわたって、漸進的な技術革新と根本的な技術革新の

両方が必要とされている。19  このような革新と改善がなければ、全世界のエネルギー需要

を満たしつつ、潜在的に破滅的な気候リスクを回避するために必要とされる低炭素技術の、

急速かつ大規模な導入はまったく達成不可能である。この中心的な技術革新課題に対して

は、直接的かつ積極的な取り組みが不可欠である。 

幸いなことに、エネルギー・セクターでは広範にわたる新技術が利用可能であり、技術革

新の巨大な可能性が存在している。米国はこのクリーン技術革命を主導する絶好の位置に

いる。米国は過去においても、他の技術革新の領域と同様にエネルギー技術の転換で世界

を主導してきた。実際、米国はその技術革新のシステム ～主要研究機関、人的資源、活

気のある民間セクターからなる～ という強みによって、世界で必要とされる安価で規模

拡大可能な低炭素エネルギー源の開発における世界的なリーダーになり得る。しかし、安

価でかつ世界のエネルギー需要に応えることのできる低炭素エネルギー源の開発にむけて
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技術革新を加速するには、米国のエネルギー政策および気候政策をリセットすることが必

要である。 

 

機会の活用 

炭素排出削減への対処、そして再生可能で低炭素のエネルギーの促進に向けた米国の努力

は、主にエネルギー技術という馬の前に、導入展開という馬車を付けるようなものであっ

た。つまり、政策立案者はクリーン・エネルギー技術に対する義務化、補助制度、市場の

創造を試みてはいるが、非化石エネルギーが米国のエネルギー・システムの需要（拡大中

の世界の需要は言うまでもなく）を満たすようになるために必要となる技術革新の取り組

みには、真剣な注意が払われてこなかった。今や、新たな思考によってエネルギー技術革

新の要請に応えるべき時である。 

現在、連邦政府から何の補助も受けていないエネルギー技術は全く存在していない。連邦

政府は、「勝者と敗者を選別する」にはほど遠く、存在するありとあらゆるエネルギー技術

に補助金をばらまいている。経済の動力源として圧倒的なシェアを占め、十分に確立され

ている化石燃料に対してさえ、税控除と探査生産に対する助成が引き続き行われている。

原子力発電に関しては、連邦政府は民間による保有を不可能にするような確率は低いが高

コストの事故に対するリスクを引き受け、同時に新規発電所建設に対する投資家のリスク

を低減するための融資保証を提供している。風力や太陽光などの再生可能代替エネルギー

に関しては、これらの技術が米国のエネルギー需要の相当部分を安価に満たすことができ

ようになるまで進歩するとの期待をもって、導入に対する助成が行われている。 

米国の政策当局がエネルギー補助金を完全に撤廃する可能性は低いが、国家目標の達成に

少しでも役立つように、これらの補助金に対する規律の強化と最適化が行われることは期

待できる。20  

原子力発電に関しては、安全性が高くより安価な新世代の発電所の設計に対する投資を続

けるべきである。このアプローチは、日本におけるメルトダウンを受けて緊急の度を増し

ている。特に、新しいモジュール式の小型原子炉は安全性が高く、段階的な建設が可能な

ために資金調達が容易であり、現場での建設に代わって大量生産できる可能性があるため、

新規原子力発電所のコストを低減できる可能性がある。21  

太陽光、風力、バイオ燃料など、その他の再生可能エネルギーに対する支援に関しても根
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本的な見直しが必要である。現時点において、これらの技術は依然として高コストである。

その結果、州政府および連邦政府による膨大な補助金 22 と、多くの州における支援策とし

ての規制的な義務付けにもかかわらず、これらの再生可能エネルギーは依然として米国に

おけるエネルギー生産のごく一部を占めているにすぎない。これらの技術が大規模な補助

金に依存し続けるのであれば、これらが米国のエネルギー需要に応える比率が拡大するに

つれ、国民に課せられるコストは甚大なものとなるだろう。 

要するに我々はクリーン・エネルギーを安価にしなければならないということである。つ

まり新しく未熟なエネルギー技術に関する導入補助金は、単なる類似製品の再生産に対し

てではなく、技術革新とコスト低減に対してより大きく報いるものでなければならない。23  

同時に米国は、現在は年間わずか 30-40 億ドル 24でしかないエネルギー技術革新に対する

微々たるコミットメントを、真の国家的優先課題にふさわしい年間 150 億ドル以上 25の規

模に引き上げなければならない。 

さらに、投資の規模にかかわらず、政策当局はエネルギー技術革新のシステムを改革、強

化する必要がある。これには、商用化志向の技術革新の重視、ハイリスクであるがハイリ

ターンの研究への支援、制度面での改善による技術革新プロセスの様々な段階の効果的な

連携、官民の研究者、大学、テクノロジー企業、メーカー、サプライヤー、そして投資家

の間での協力推進などが含まれる。26  

米国はこの極めて重要な取り組みを支援するために、米国の長期的エネルギー需要を満た

すのに必要なクリーンかつ安価で規模拡大が可能なエネルギー技術の開発を確かなものと

するために、既存のエネルギー関連資産を活用しなければならない。既存の原油およびガ

スの生産に関しては、これらの有限資源の生産から発生するリース収入およびロイヤルテ

ィ収入を、エネルギー技術革新に再投入すべきである。すでに初期投資の回収が完了して

いるが、当初の計画寿命を超えて運転免許の更新を受けている旧型の発電所に対して、少

額の課税を行うことで、今日の安価な電力システムから、将来の革新的なエネルギー技術

に資金供与する形もできる。さらには、電気料金の若干の値上げ、ガソリン・石油の消費

に対する少額の課税、あるいは場合によっては少額の炭素税も導入すべきと考える。これ

は、エネルギーの使用に対してペナルティを課すためでも、化石燃料に市場から排除され

るような高値を付けるためでもなく、今日のエネルギー資源から得られる利益の中から、

エネルギー技術革新を加速し、米国のエネルギーの未来を保証するために必要な財源を確

保することを目的とするものである。27 
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異常気象への対応力 

 

世界の貧困層は恐らく、異常気象と自然災害がもたらすあらゆる種類の影響に対して最も

脆弱な人々であろう。そして、異常気象への対応力を改善するための最善の道は、経済発

展と近代化である。したがって、気候の不安定化と、温室効果ガスの排出を軽減するため

に企図されてはいるが不十分な政策の両方に対し、世界の新興国が警戒するのは無理から

ぬことである。これは旧来の国連の枠組みでは十分に対処できていない気候変動政策の中

心的なパラドックスの 1 つである。つまり、気候変動政策では化石エネルギーのコストを

引き上げることに焦点を当てる一方で、それによって世界の貧困層に対して将来の経済発

展の減速を招くということである。 

 

旧来の UNFCCC の取り組みでは、貧困国が世界的な排出削減協定に合意するインセンティ

ブとして、富裕国による適応援助の供与の仕組みを設けることによってこのパラドックス

を解決しようとしてきた。しかし、この仕組みを支えていたのは、先進工業国が世界の貧

困人口に対して負っている、「気候の正義」と「気候の負債」という大雑把な概念であった。

この修辞的な枠組みは、追加的な国際的支援への動機付けとしては不十分なものである。

「負債」という枠組みは、先進国の外交官に、国連の枠組みにおける適応の定義を絞り込

むことによって、自国の責任を限定するというインセンティブをもたらした。致命的な問

題としてこの定義は、人為的に引き起こされた気候変動への適応と、より一般的な異常気

象への適応とは区別可能であり、前者の方が後者よりもどういうわけか倫理的に望ましい、

という概念に基づいていた。その後、途上国の間では、可能な限り多くの援助要求を「気

候変動への適応」という名の下に分類しようとし、国連の場で一般的に使われてきた植民

地時代以後の二極的な構図に回帰する機会をとらえようとしてきた。欺瞞は欺瞞を呼び、

コペンハーゲンで適応資金の援助を約束した富裕国の多くは、既存の開発援助を単に「適

応」資金援助という名前に付け替えただけであった。 

米国の政策立案者は、この機能不全に陥っている枠組みを乗り超えなければならない。ま

ず第 1 に各国は焦点を、人為的な気候変動への適応から、原因の如何によらず、あらゆる

種類の異常な気候現象への対応力に移行させる必要がある。つまるところ、例えばハリケ

ーンが（気候変動のなかった場合に比較して）わずかに強力になったとしても、それは重
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要なことではなく、いずれにせよ対応力強化への道筋は同じなのである。社会は多くの種

類の災害に対して脆弱であり、対応力を備えた社会とは、多様な脅威に対して効果的な対

応を行う準備が最高度に整っている社会なのである。 

災害の影響度合いは「自然の要因」（例えばハリケーンの強さ）によるのと同程度に、社会

的な要因（例えば海抜ゼロ地点において標準以下の住宅に住んでいる人口など）によって

も大きく左右されるため、現実的にはこの「自然の影響」と「人為的な影響」の間の区別

にはほとんど意味はない。また、この不可能な区別を取り払うことによって、気候への対

応力を構築するための取り組みを、世界の富裕国がこれまでに大きく貢献してきた、災害

対策、経済発展、近代化といった目標に対して十分に確立されている国別、二国間、多国

間の協力という領域に戻すことができる。したがってここでも、各国は過去の成功とすで

に存在しているモメンタムを発展させるというプラグマティックなプロセスを採用し、異

常気象やあらゆる種類の災害に対する人々の脆弱性を低減する、気候対応力の開発戦略に

重点を置くことが賢明なのである。そして、この目標を、自国内および多国間の開発努力

の指針とするべきである。この枠組みは、気候科学あるいは気候政策に関する合意を必要

としておらず、災害に対する対応力強化という普遍的な懸念に直接的に対処するものであ

る。 

第 2 に、対応力のある物理的インフラおよび社会の建設と維持を可能とする上で、経済成

長と近代化は不可欠である。経済が成長すれば、エネルギー消費量は増加する。これは、

途上国が次世紀にわたって成長し、近代化するためには、新しく安価なエネルギー源が必

要になることを意味している。途上国は、化石燃料の競争力がクリーン・エネルギーを上

回っている限り、化石燃料を選択するだろう。一方、電力へのアクセスを持たない全世界

14 億の人々にとっては 28、その化石燃料自体があまりに高価であり、より安価な代替エネ

ルギーが切実に必要とされている。 

このように、途上国全体にわたるエネルギー・アクセスの拡大は、脆弱性を軽減するため

の重要な戦略であるが、この洞察は旧来の気候交渉体制においては、それを認めることも、

対処することも不可能であった。さらに、全世界におけるエネルギー消費は 2050 年までに

現在の 2～3 倍に増加する可能性が高く、化石燃料に代わる安価なエネルギー源の生産、輸

出を行う国は、海外への販売による経済的優位と、輸入燃料への過度の依存の回避という

安全保障上の優位を得ることが可能である。世界の技術先進国にとって、エネルギー・ア

クセスの拡大と世界的な気候対応力の構築という、この重要な取り組みに参加することに

たいして、ウィン・ウィンのインセンティブを提供することになる。 
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第 3 に、開発機関および政策立案者は、異常気象や大災害から人間の社会を防御する上で

の生態系の役割を評価する必要がある。メキシコ湾岸地域における堡礁島の除去は、ハリ

ケーン災害に対するニューオーリンズの脆弱性を高めることになり、この脆弱性は「カト

リーナ」の襲来によって悲劇的な形で明らかにされた。世界銀行を通じた国際的なもので

あれ、公的な災害援助を通じた国独自のものであれ、開発援助は、異常気象のもたらす災

害への対応力を整備するための知的な計画と連携させることが必要である。これは、気候

科学に対する見解とは関係のない、常識の問題である。 

この他のケースでは、都市部および郊外における劣化した生態系（工業化によるブラウン・

フィールドなど）の改善によって、都市部のヒートアイランド現象、暴風雨管理、土地浸

食および地滑りのリスク、住宅地および商業地の居住性などの喫緊を要する気候以外の問

題に対処することが可能である。同時に、生態系の改善によって炭素吸収源が拡大し、地

域規模での気候変動に対するマイナスの寄与を回避することも可能となる。国際的には、

熱帯林、湿地帯その他の生態系は、農地や都市に対して（環境の）安定性、濾過、快適性

などを提供している。これらの生態系の保全も、開発の一環として捉えるべきである。 

異常気象に対する国の対応力を強化するこれらの取り組みのすべては、大気汚染を低減す

る各国の取り組みに対する支援にもなる。この大気汚染の削減については、最終章で論じ

ることにする。 
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後悔のない汚染物質削減 

 

キャップ・アンド・トレード制度をめぐる激しい論戦が議会で繰り広げられていた 2009 年

中盤、気候政策アクションを支持してきたバーバラ・ボクサー（民主党、カリフォルニア

州）およびジョン・ケリー（民主党、マサチューセッツ州）、そして気候政策アクションに

反対する（そして気候変動の存在さえも否定する）ジェームズ・インホーフェ（共和党、

オクラホマ州）の 3 名の上院議員が協力し、黒色炭素（化石燃料とバイオマスの不完全燃

焼により生じる煤）の削減方法の調査に対する共同スポンサーとなった。支持の動機は健

康から気候分野に及び、共同スポンサー間で明らかに異なったものであった。この協力は

米国の超党派による大気汚染政策立案の伝統を思い起こさせるものであり、中心的な問題

の焦点が、気候変動と将来の潜在的なリスクから、汚染とそれが今日もたらしている悪影

響にシフトした場合に、何が可能になるかを示す一例となっている。 

 

黒色炭素やメタン、成層圏オゾン破壊物質、対流圏オゾンの前駆体、水銀といった従来型

の大気汚染物質に関連する公衆衛生リスクへの対処によって、直接的で、十分に理解され

ており、多くの場合政治的立場に関係なく歓迎される公衆衛生上の大きなメリットが米国

国民にもたらされる。これらの汚染物質を規制することで、呼吸器および循環器疾患、ス

モッグや煙霧、水銀中毒、氷河や氷床の融解、地域的気候変動を低減することができる。

世界保健機構（WHO）によると、全世界において大気汚染は年間約 300 万人の死亡の原因

になっていると推定されている。29    気候変動に対する見解にかかわらず、大半の米国人

および大半の国々は、経済負担がわずかな（あるいはゼロの）汚染削減は「後悔のない」

行動であるいう意見には同意するだろう。また、これらの削減努力の多くによって、短期

的な気候変動軽減のメリットも得られるのであれば、さらにメリットは大きいものとなる。 

大気汚染規制は、技術革新のプロセスと並行して漸進的に行われており、これによって規

制遵守とさらなる汚染削減が可能となっている。効果的な規制と基準によって、利用可能

な最善の技術が導入され、一方で企業に対してはその技術を改善するインセンティブが提

供される。このプロセスは非線形である。新たな技術によって新たな経済的、政治的要求

が可能となり、同時に新たな規制に対する警戒が、企業にとっては技術の段階的な改善の

インセンティブとなる。例えば、オゾン層破壊物質の排出削減のための規制と技術革新は、
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1987 年のモントリオール議定書交渉の 10 年も前から進んでいた。当初、この措置の科学

的根拠は、確実性と不確実性が相半ばするものであった。実際、1982 年に全米科学アカデ

ミーは、オゾン層破壊の脅威は以前に考えられていたほど深刻ではないと示唆している。

それにもかかわらず、議会はエアゾール・スプレー缶（1978 年にはすでに米国で禁止）か

らの決別など、安価で容易な（そして場合によっては利益すら伴う）技術的解決策が存在

したため、「後悔のない政策」を推進した。1985 年に科学者がオゾン・ホールを発見した時

点において、国内および国際的な枠組みがすでに出来上がっていただけではなく、技術的

にも順調な進捗がみられていた。実際、オゾン層破壊物質であるフロンガスの段階的廃止

のための世界的な条約と、その後の修正を実質的にも政治的に可能としたのは、産業界に

おける技術革新であった。同様に、1990 年の大気浄化法に対する酸性雨に係る修正の実施

が低コストで実現した要因も、それ以前の規制によって石炭火力発電所の排出ガスを「洗

浄」する技術の革新が喚起されていたことにある。鉄道の規制撤廃と、それを受けた西部

の低硫黄石炭と中西部および東部の石炭火力発電所を経済的に結びつける鉄道の完成も、

同様に重要な例である。オゾン層破壊や酸性雨など、いずれのケースにおいても、必要な

投資を行い、クリーンな空気という公共財を保証する企業へのインセンティブを賦与する

上で、規制の効果的な行使が重要であった。 

気候変動に対するプラグマティックなアプローチでは、ポジティブで政治的に達成可能な

ステップを目指すのだが、それは目に見える利益をもたらし、これが次のステップに進む

合理性を与えてくれる。このように、汚染防止の歴史を見てプラグマティストは、国民お

よび議会が支持する控えめな汚染規制を確保し、それを発展させることが重要であると結

論付けるのである。規制をめぐって意見がまとまらずに論戦が長引いたとしても、こうし

た方法であれば、速やかに進捗させることができる。 

全世界のエネルギー・システムの脱炭素化が行われなければ（これは前述したエネルギー

技術革新に依存する）、気候に対する人為的な影響を長期にわたって効果的に制御すること

は不可能であるが、短期的には、従来型の大気汚染規制、ベストプラクティスの普及、多

国間協力を通じて、CO2 以外の排出を速やかに削減する機会を上手く利用することができ

る。現在までに観測された人為的な地球温暖化の約 40％が、メタンや対流圏オゾン前駆体

ガス、森林破壊など、CO2 以外の気候変動要因によるものである。これらの CO2 以外の要

因は、今後数十年間、地球規模の気候変動の重要な要因であり続けると予想されている。

実際に、氷河、氷床やツンドラの融解など、地球温暖化の最も明白な影響の多くは、理論

的には温室効果ガスではない汚染物質、特に黒色炭素によって加速されている。 
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これらの汚染物質に対処するためのツールと制度はすでに存在している。オゾン層破壊物

質はモントリオール議定書によってすでに規制されている。大気浄化法および水質浄化法

を含む既存の環境規制を活用することで、スモッグ、粒子状物質、水銀、そして黒色炭素

といった有害な汚染物質を低減することができるだろう。また、メタン排出源の多くは容

易に制御可能であり、時に利益が伴う場合もある。これらの排出およびその合意された実

害に対する規制の強化に向けて引き続き圧力を強めていくことによっても、気候変動に係

るメリットを速やかに実現することができる。 

窒素酸化物、一酸化炭素、メタン、その他の揮発性有機化合物を含むさまざまな従来の都

市大気汚染物質が、対流圏で反応を起こしてオゾンを生成する。高高度成層圏オゾン（危

険な紫外線放射から地球を保護する重要な「オゾン層」）とは異なり、対流圏（地球の大気

で高度の最も低い部分）のオゾンは、気候温暖化の原因になると同時に喘息や肺疾患を悪

化させ、農業生産を損なう。米国の 95 大都市地域におけるオゾン濃度の調査では、オゾン

濃度と未熟死の間に有意な相関が発見されている。この調査では、都市部におけるオゾン

濃度の 3 分の 1 の低減によって、年間 4000 人の米国人の生命が救われる可能性があると推

定している。30   これらのオゾン前駆体の多くはまた、強力な温室効果ガスでもある。 

化石燃料火力発電所（主に石炭火力発電所）が気候変動要因となる物質（二酸化炭素を含

む）とともに排出する水銀は、人体にとって有害であり、神経系に悪影響を及ぼす。水銀

は発電所から排出された後、数十マイル、時には数百マイルも移動し、水中に蓄積され、

人間が摂取する魚類に取り込まれる可能性がある。水銀濃度が高い女性は、障害児を出産

する可能性がある。この重金属は健康に対して他にも無数の悪影響があり、それらはすべ

て十分に解明され認められている。既存の規制と業界の対策により、米国の総水銀排出量

は 1990 年以降 60％減少している。コスト効率の高い方法で段階的な進捗を続けることに

より、水銀のような有害汚染物質がさらに削減できると同時に、米国のエネルギー・シス

テムの近代化が加速し、直接的な公衆衛生上の便益と、間接的な気候変動に係る便益の両

方を達成できる。 

黒色炭素はあらゆる点で危険である。全世界で毎年 200 万人以上もの人々（大半が女性と

子供）が、室内の調理用コンロの燃料から排出される黒色炭素や、その他の室内空気汚染

物質の吸引によって死亡している。31   また、その他の排出粒子とは異なり、黒色炭素は

太陽放射を吸収し、地域的および世界的規模で温暖化の原因となる。黒色炭素は、二酸化

炭素とメタンに次ぐ、地球温暖化の 3 大要因の 1 つであると考えられている。32   黒色炭

素は特に北極や氷河の氷の損失に影響を及ぼしている。光を反射する氷の表面に黒色炭素
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が蓄積すると、熱の吸収量が増加し、氷の溶解が加速する。目標を絞った規制を強制的に

施行することで黒色炭素の排出根絶は実行可能であり、場合によっては簡単でもある。排

出源にはディーゼル・エンジン、非効率的な調理用コンロ 33、森林火災、そしてレンガ窯

などの産業設備などがある。これらの各々のケースにおいて（森林火災を除き）、既存技術

を利用して黒色炭素の排出を排除することが可能である。経済的な便益は、一部のケース

で比較的早期に実現可能であり、公衆衛生上の便益は特に途上国の最貧困層において膨大

なものになる。 

硫酸塩や硝酸塩など、他のエアロゾル粒子は、都市部のスモッグと煙霧の主要な成分であ

り、健康に有害な空気の原因となっている。これらは、人々に屋外での活動を制限するか、

あるいは屋内にとどまることを勧告する、「コードオレンジ」や「コードレッド」大気汚染

警戒日が発令される原因となる。エアロゾルは太陽放射を宇宙に乱反射し、それによって

一時的な寒冷化につながるが、これらの物質は、モンスーンの頻度や強度を含む、季節的、

地域的な降雨パターンに影響を与えると考えられている。 

メタンガスの制限は、多くの場合、容易かつ安価に実現可能であり、規制のための実際的

な戦略が多数存在しているため、一部では規制に利益が伴う場合すらある（比較的低炭素

の燃料として売却することもできるため）。排出源には採掘作業、埋立地、水田、家畜、パ

イプラインからの漏洩などがある。これらの排出源のすべてにおいて、メタン排出量を削

減するための戦略が十分に確立されている。また、メタンは強力な温室効果ガスであるも

のの、二酸化炭素よりも大気中での寿命がはるかに短いため、大気中へのメタン放出を制

限することによって、気候変動への軽減効果を速やかに得ることができる。 

さらに、成層圏のオゾン層の保護で機能したモントリオール議定書を拡張することによっ

て、一連の強力な気候変動要因に対して容易に取り組むことが可能である。ハイドロフル

オロカーボン（HFC）やペルフルオロカーボン（PFC）は極めて強力な温室効果ガスであ

る。量が同じであれば、これらのガスは短期、長期共に二酸化炭素の数百倍から場合によ

っては数千倍の温暖化の要因となる（ただし、大気中に含まれるこれらのガスの量は CO2

よりもはるかに少量である）。34   効果的な汚染削減の仕組みをこれらの強力な温暖化ガス

への対処に実質的に拡張することによって、気候面での大きなメリットを低コストで実現

できる。 

これらの汚染物質への対処には、様々な政策、制度、規則が必要とされる。黒色炭素、エ

アロゾル、メタン、対流圏オゾン、大半の商用 HFC などの寿命の短い化学物質と、二酸化

炭素や PFC、一部の HFC などの寿命の長い化学物質では、物理的性質や排出源が異なるた
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め、それぞれに対する政策手段も大幅に異なってくる。家庭用コンロから鉱山や森林管理

に至る、極めて多様な汚染物質源に対して、各々に適した政策と規制が要求される。これ

らの汚染物質の多くは、影響が地理的に広範に及んでいるため、これらはまさに国連や世

界銀行などの国際機関、米国国際開発庁、そして二国間協力が、最も効果的であり、より

積極的に各々の汚染物質に対する技術改善と汚染規制政策を推進できる分野である。 
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今後の進路 

従来の気候枠組みの最大の欠陥が、国連を通じた国際的な行動と、単一かつ統一的な世界

的条約に焦点を当てていたことにあるとすると、ここで提案している新たな枠組みの最大

の利点は、気候問題に係わる進捗への多元的な経路に重点を置いている点である。本論文

では、アクションをとるべき「適切」な機関を特定することを、意図的に回避している。

これには単一かつ単純な回答は存在しない。一部のケースでは、この作業は議会を通じて

進められるべきであり、一方で他の施策は行政府の省庁が行うこともある。一部の施策に

関しては、多国間協力を通じた推進が最善であり、他の施策では、米国の各州および大都

市圏が施策の実施に最も適している。そして、従来の体制において過度な負荷の下で分断

されていた国連の役割は、必然的に縮小されることになるが、国連は依然として関係機関

を召集する建設的な役割を果たすことが可能である。一方で、協力的行動へのより積極的

な取り組みは、G-8 や G-20 などの、少数国のグループによって、あるいは重要な技術革新、

災害対応力、様々な汚染物質の主要排出源などに焦点を当てた、選ばれた国の間でのパー

トナーシップを通じて推進することが、最も上手く機能するだろう。 

 

従来の国連プロセスと上述のプラグマティックなアプローチの差異の本質は、これらの多

元的な措置のいずれもが、解決すべき問題に関する全員一致の合意を必要としておらず、

また国際的条約にも依存していないという点である。さらに、各々の戦略において、行動

を取る者が短期的便益を享受できるため、着実にモメンタムを積み重ねるインセンティブ

が生じる。このプラグマティックなアプローチではまた、さまざまな局面において、広範

な支持者によって支えられた多様な方法のアクションがとられることを提案している。実

際、前述したエネルギー技術革新の課題の多くは、各国間での協調よりも、競争を通じて

推進される可能性が高い。新たな政治的な世界主義を先導するグローバリゼーションに関

する 10 年にわたる壮大な物語にもかかわらず、世界で支配的な役割を担っているのは依然

として国民国家である。 

過去 20 年間にわたる気候問題に関する長期戦は、米国民とワシントンにいる国民の代表を

両極に分断したかもしれないが、異なる考えを持つ者が上述の 3 部構成の枠組みの周りで

力を合わせる機会ももたらしている。気候問題の戦いが両極の陣営の間で続くことに疑い

の余地はない。しかし、それによって、はるかに多数派のプラグマティックな米国民が、

広範な合意をもたらし、時間の経過に伴い修正可能で、段階的に実施可能で、そしてさら
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なる行動へのプラスのフィードバックができる政策措置を採ることを遅らせることがあっ

てはならない。国内および国際的な気候問題の議論は、あまりに長い間、単なる議論を超

えるものではなかった。人々や国家が、実際的な行動では協力することに合意しながらも、

合意しないということで合意することがほとんどである。今こそ行動を開始すべき時であ

る。 
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